
奈義町空家等寄附受け事業要綱 

 

令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 

要  綱  第 ２ ３ 号 

 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、空家の所有者から寄附依頼のあった土地及び建物を 

 町において寄附受けし、町内における空家を原因とした景観等の悪化を    

 解消し、かつ、空家の有効活用を通じた地域の活性化を図ることを目的 

とする。 

（定義） 

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該 

 各号に定めるところによる。 

(１) 空家 建築物又はこれに附属する工作物であって、居住その他の 

使用がなされていないことが常態であるものをいう。ただし、国又は地

方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。  

(２) 所有者 空家及びその敷地にかかる所有権その他の権利により、

当該物件を売却できる者をいう。 

（寄附受けする物件） 

第３条  当該事業により寄附受けする対象の物件は、町内の空家及びその敷 

地並びに所有者が所有権を放棄した当該物件に存する動産（以下、「寄附

物件」という。）とする。 

（寄附受けの条件） 

第４条 当該事業の対象となる物件は、次に掲げる要件をすべて満たすもの

とする。 

(１) 所有者に寄附する意思があること。 

(２) 土地・建物を合わせ、同時に寄附することができること。 

(３) 土地・建物に抵当権等、第三者の権利が設定されていないこと。 

(４) 町が寄付を受けた後の当該土地・建物の維持管理に係る地域住民等  

の同意が得られていること。 

(５) その他、当該土地・建物を寄附受けすることにより、公共の福祉の  

増進又は、地域の振興に寄与することが認められること。 

 （事前協議） 

第５条 第３条に規定する物件を町に寄付しようとする者は、あらかじめ町 

長に協議を行うものとする。 

２ 前項に規定する事前協議は、事前協議書（様式第１号）を提出して行 

うものとする。 

（委員会の設置） 



第６条 町長は、前条の規定による事前協議のあったときは、寄附物件の取  

り扱いについて、奈義町空家対策委員会（以下「委員会」という。）を置 

き、諮問することとする。 

 （協議事項） 

第７条 委員会では、寄附物件について、公共性、利活用方法、市場での流 

通性等について検討し、寄附受けの適否について協議する。 

（委員会の定数） 

第８条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、５人以内をもって  

組織し、次の各号に掲げる者のうちから町長が委嘱する。  

(１) 学識経験を有する者  

(２) 行政関係者 

(３) 前２号に掲げる者のほか、町長が特に必要と認める者   

（任期） 

第９条 委員の任期は、２箇年とする。ただし、再任を妨げない。  

２ 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（役員） 

第 10 条 委員会に、委員の互選により、次の役員を置く。  

(１) 委員長 １人 

(２) 副委員長 １人 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。  

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、これを代理す 

る。 

（会議) 

第 11 条 会議は、委員長が必要に応じて招集する。  

２ 委員会は、必要に応じて、関係者、関係地区長、その他有識者等に出席 

を求めることができる。 

（報償費の支給） 

第 12 条 町長は、委員会委員に予算の範囲内で、報償費を支給することが

できる。 

 （寄附受けの決定） 

第 13 条 寄附受けの決定にあたっては、予め委員会の意見を聞いた上で、

町長が決定するものとする。 

（寄附受けの手続き) 

第 14 条 前条の規定により、寄附受けを決定した場合は、土地・建物につ

いて所有者等から以下の書類の提出を求めるものとする。  

（１） 寄附申込書（様式第２号） 

（２） 登記承諾書（様式第３号） 

（３） 動産の所有権放棄にかかる誓約書（様式第４号） 



（４） 完納証明書 

（５） 印鑑証明書  

（６） その他、町長が必要と認める書類 

(委任) 

第 15 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 


